
■ご挨拶

皆さまには、平素より機構業務に格段のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

現在、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大が、我が国の社会経済にも大きな影響を及ぼしており
ます。このような環境下、2020年度の投資家説明会につきましては、参加者及び関係者の皆さまの健康と
安全確保を考慮し、開催を中止することといたしました。

本説明会への参加をご検討いただいていた皆さまにおかれましては誠に申し訳ございませんが、何卒
ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

本資料には、投資家説明会でご説明する予定であった、本年度における住宅金融支援機構の取組、
2019年度決算の概要、2020年度債券発行計画等について記載しておりますので、当機構への一層のご
理解を賜れば幸いです。

これからも、投資家の皆さまのご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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■住宅金融支援機構の概要

住宅金融支援機構では、民間金融機関による全期間固定金利の住宅ローンの供給を支援する証券化支
援業務を業務の柱とするほか、民間金融機関が住宅ローンを円滑に供給するための住宅融資保険等業
務や、政策上重要で民間金融機関では対応が困難な分野への融資業務などを行っています。

住宅金融支援機構は、日本国政府が100％全額出資する独立行政法人であるとともに、役員人事、業務
運営、財務面等で財務大臣及び国土交通大臣の関与を受けていることから、国との結びつきが強い組織
であります。

国の政策執行機関として住宅政策や経済対策に取り組むとともに、我が国の住生活の向上を金融面から
支援し、政策実施機能の最大化を図るべく、取り組んでまいります。
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■経営理念体系

住宅金融支援機構の経営理念体系は、私たちが追求し続ける住生活の向上に貢献するという「経営理念
」、私たちがありたいと考える「目指す姿」、それを実現していくために私たちが共有する「価値観」から構
成され、全ての活動の指針としています。

経営理念体系の一層の共有・実践を通して、我が国の住生活の向上の実現に向けて取り組んでまいりま
す。



■住宅金融支援機構の役割

住宅金融支援機構は、住生活基本計画等の政府方針に基づく政策の実現に向けて、社会経済情勢の
変化に的確に対応するとともに、民間金融機関等との適切な役割分担に留意しつつ、住宅金融市場に
おける先導的な取組の担い手としての役割を果たすべく、証券化支援事業、住宅融資保険事業、住宅資
金融通等事業に取り組んでいます。
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■全期間固定金利の住宅資金を全国あまねく安定的に提供

2019年度の【フラット３５】は、日本銀行のマイナス金利政策に伴い【フラット３５】の金利が低水準で推移し
ていることもあり、８万９千件のご利用をいただきました。

その結果、2019年度末時点の累計で114万８千件のお客さまにご利用をいただいております。

今後とも政策実施機関としての役割を果たすべく務めるとともに、皆さまのご期待に応えられるよう取り組
んでまいります。
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【参考：フラット３５の実行件数及び実行金額（2019年度末時点）】

買取型 保証型 合計
実行件数（累計） 1,107,710件 40,248件 1,147,958件
実行金額（累計） 28兆6,852億円 １兆1,247億円 29兆8,100億円



■ＭＢＳの発行実績

【フラット３５】の資金調達を主眼とし、毎月発行している月次ＭＢＳの2019年度の発行額は、引き続き多く
のお客さまに【フラット３５】をご利用いただいた結果、１兆8,376億円となり、2019年度末時点の累計では
30兆2,526億円となりました。

また、旧住宅金融公庫時代の直接融資事業に係るリファイナンスを目的としたＴ種ＭＢＳの2019年度の発
行額は1,500億円となりました。

これからも、ＭＢＳを安定的に発行することにより、証券化市場におけるＭＢＳのベンチマーク性を高め、
日本におけるＭＢＳ市場の発展を支援してまいります。
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【参考：ＭＢＳの発行実績（2019年度末時点）】

発行金額（単年） 2017年度 2018年度 2019年度
月次ＭＢＳ ２兆43億円 1兆8,089億円 1兆8,376億円
Ｔ種ＭＢＳ -  2,000億円 1,500億円

月次ＭＢＳ Ｓ種ＭＢＳ Ｔ種ＭＢＳ 合計
発行金額（累計） 24兆5,026億円 5兆4,000億円 3,500億円 30兆2,526億円



■ＳＢの発行実績

【フラット３５】だけではなく賃貸住宅融資や旧住宅金融公庫時代の直接融資事業に係るリファイナンス等
、様々な資金使途を目的に発行しているＳＢの2019年度の発行額は、過去最大の6,100億円となり、2019
年度末時点の累計では4兆7,501億円となりました。

実際の事業量や資金繰り等を踏まえ、定期定例的に多様な年限で発行していることや投資家の皆さまの
需要に応じて発行額を増額すること等を通じて、多種多様な投資家の皆さまのニーズに対応しています。
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【参考：SBの発行実績（2019年度末時点）】

発行年度 2017年度 2018年度 2019年度
発行金額（単年） 5,050億円 5,600億円 6,100億円

発行年限 ３年債 ５年債 ７年債 10年債 合計
発行金額（累計） 300億円 １兆913億円 100億円 １兆6,488億円
発行年限 12年債 15年債 20年債 30年債

発行金額（累計） 530億円 6,154億円 9,466億円 3,550億円

４兆7,501億円
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■社会課題（ESG）への対応

住宅金融支援機構は、政府方針に基づく政策の実現及び近年の企業評価を取り巻く環境の変化を踏ま
えたESG課題に対応するため、証券化支援事業、住宅融資保険事業、住宅資金等融通事業を通じて価
値創造を図り、ステークホルダーの皆さまへ提供してまいります。

今後もステークホルダーの皆さまとの協働・対話を通じて、価値創造プロセスの改善に努め、さらなる価値
向上に取り組むとともに、社会課題の解決による持続可能な社会の実現（SDGs）に寄与してまいります。
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■省エネルギー性に優れた住宅の推進

住宅金融支援機構では、省エネルギー性や耐震性などに優れた住宅を取得する場合に、【フラット３５】の
お借入金利を一定期間引き下げる 【フラット３５】Ｓを2005年度から実施するなど、良質な住宅の普及に
取り組んでいます。

「住宅金融機構グリーンボンド」は【フラット３５】Ｓのうち、「省エネルギー性に関する技術基準」を満たす新
築住宅を対象としており、これらの住宅ローン債権の買取代金を資金使途としています。

「住宅金融機構グリーンボンド」は、環境省による「平成30年度グリーンボンド発行モデル創出事業」に係
るモデル発行事例として選定され、環境省が作成した「グリーンボンドガイドライン2017年版」に適合して
いることが確認されています。

2019年度におきましては、2018年度に発行した20年債のほかに、新たに10年債でも「住宅金融機構グリ
ーンボンド」を発行しており、より一層幅広い投資家様にご参加いただいております。

「住宅金融機構グリーンボンド」を通じて【フラット３５】Ｓの取り組みについて広く知っていただくとともに、投
資家の皆さまに資金調達の面からサポートいただくことで、政策実施機関として、良質な住宅のさらなる普
及促進に貢献してまいります。

【参考】

「住宅金融機構グリーンボンド」への投資を表明して頂いた投資家様の合計は、以下のとおりです。

2018年度：６件 2019年度：33件（累計39件） 2020年度：35件（累計74件）（2020年７月末時点）

※住宅金融機構グリーンボンドへの投資表明は任意となっております。
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■子育て支援・地域活性化に取り組む地方公共団体を支援

地方公共団体による「子育て支援」や「地域活性化」の推進について、【フラット３５】の金利を引き下げるこ
とにより地方公共団体の取組を支援しています。

2019年10月には、地域活性化型に「防災対策」と「地方移住支援」を追加しています。

2017年度の制度創設以後、2020年４月１日時点で、487の地方公共団体と協定を締結しています。

地域金融機関、住宅事業者などとのネットワークも活用し、地方公共団体の助成事業と併せて、子育て支
援型の周知を図るなど、協定締結先との連携を更に深化させてまいりました。

引き続き、地域が抱える住宅政策・まちづくりの課題に対し、地方公共団体と連携して取り組んでまいりま
す。



■高齢者等が安心して暮らすことができる環境を整備

【リ・バース６０】は毎月の支払は利息のみとし、元金は連帯債務者を含め申込人全員が亡くなられた時に

、融資住宅及び土地の売却等により、一括してご返済いただく商品です。毎月の支払が利息のみとなる

ため、支払額を低く抑えることができます。
なお、担保となっている融資住宅及び土地の売却代金が残債務に満たない場合は、相続人の方への請求

について、次のいずれかの取り扱いとなります。いずれのタイプを取り扱うかは、金融機関により異なります。

・リコース型 ：相続人に対して残債務を請求します。

・ノンリコース型：相続人に対して残債務を請求しません。

お客さまがご存命中に元金を繰上返済して完済された場合またはお客さまが亡くなられたときに相続人の方が一

括返済された場合は、融資住宅および土地を売却する必要はありません。

【リ・バース６０】は、2009年度からスタートしています。老朽化した自宅の建替えやリフォーム、利便性の高
いエリアへの住み替え、住宅ローンの借換え等、ほぼ全ての住宅ローンニーズに対応しています。

2020年3月末時点では、取扱金融機関数は65機関で、全ての都道府県でご利用いただいており、2019年
度の付保申請件数は980件となりました。

2019年度は、BS放送テレビCM及びインターネット広告の出稿量の増加や、専用ホームページのリ
ニューアルに取り組み、2020年度は地上波テレビCMも予定しており、認知度向上に努めているところで
す。シニア層のお客さまが利用しやすい環境をつくるため、お客さまのニーズを踏まえ、商品改善を行っ
ていくとともに、取扱金融機関の増加にも努めてまいります。
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■マンションストックの維持管理、そして再生を支援

加速度的に増加すると見込まれる高経年マンションは、修繕工事の資金確保が困難となる等の問題があり
ますが、一方で修繕工事に対する融資等の金融インフラが不十分であることも課題です。

このため、住宅金融支援機構が事務局となって2018年度に「マンションの価値向上に資する金融支援のあ
り方勉強会」、2019年度に「マンションの価値向上に資する金融支援の実施協議会」を設立し、金融インフ
ラの整備など、金融支援の観点での取組検討を進めています。

2019年度の協議会では、あり方勉強会で取りまとめられた取組のうち、マンションの大規模修繕のための「
資金計画」や「必要となる修繕積立金」などを管理組合が簡易に試算できる「マンション版ライフサイクルシミ
ュレーションツール」の作成や、民間金融機関の管理組合向け融資への参入に向けた法的論点の整理、
信用補完策の検討を進めました。

今年度以降は、これまで検討してきた取組を順次実施していくとともに、中長期的にマンションの維持管理
・再生に向けた取組を進めてまいります。
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■既存住宅のマーケットを活性化

住宅金融支援機構では、【フラット３５】をお申込みのお客さまが、既存住宅を購入して性能向上リフォー
ムを行う場合または住宅事業者により性能向上リフォームが行われた既存住宅を購入する場合に、【フラ
ット３５】の借入金利を当初10年間（金利Aプラン）または当初５年間（金利Bプラン）引き下げる【フラット３５
】リノベを2016年度から実施し、良質な既存住宅の普及に取り組んでいます。

2019年度の申請件数は112件になります。

【フラット３５】リノベにつきましては、2021年1月に制度変更（リフォーム規模要件の導入、金利Ｂプランにお
ける住宅要件の緩和）を行う予定としております。

引き続き、既存住宅の流通促進及びストックの質向上を推進してまいります。

特定買取再販ローン保険は、中古住宅を取得し、リフォームした上で売却する買取再販事業者向けの民
間金融機関の融資に対して、機構が保険引受するもので、2016年10月から取扱いを開始しており、2018
年度からは無担保ローンの保険を引受ける「無担保コース」を新設しました。

2019年度の付保申請件数は255件、2019年度末時点の取扱事業者は５機関になります。

これらの商品を通じて、既存住宅の流通促進及びストックの質向上に寄与するべく取り組んでまいります。
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■災害からの住まいの再建や災害に強い住まい・まちづくりを支援

旧公庫時代も含め、従来から、自然災害で被災された皆さまのために、低利の災害復興住宅融資をご用
意し、住宅再建を支援しています。

被災地を管轄する各支店等におきましては、地方公共団体と連携し、現地相談会を開催しています。この
相談会では、同融資に関するご相談のほか、旧公庫融資、【フラット３５】などをご返済中の被災された皆さ
まへ返済方法変更のご提案を行うことにより、返済継続を支援しています。

2018年大阪府北部地震発生の際には、大阪府と連携した新たな制度「災害復興住宅融資（補修・大阪府
利子補給型）」を創設しました。これ以降、岡山県倉敷市及び山形県鶴岡市とも同様の対応を行い、地方
公共団体と連携した融資制度による住宅再建支援も積極的に行っております。

今後とも、組織をあげて、被災された皆さまへの支援を行ってまいります。
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■国外の機関との情報交換・支援

2018年に施行された海外インフラ展開法に基づき、諸外国における住宅金融制度の構築等の支援を目
的として、相手国の人材育成に取り組んでいます。

2019年度には、11月に国土交通省のご支援のもと、2018年度に協力覚書を締結したタイ、インドネシア、
フィリピンの政府系証券化機関の職員を日本へお招きして、省エネ住宅建設を促進する住宅金融(グリー
ン住宅金融)に関する研修を行いました。

また、2019年12月には、ミャンマーで、国土交通大臣及び同国の建設大臣ご臨席の中、住宅金融支援機
構から機構業務について発表するとともに、同国における住宅金融分野での協力推進を確認しています
。

グリーン住宅金融の普及への取組について、機構は、2019年度、世界銀行のほか、マレーシア、モンゴ
ル国、カザフスタン共和国の各政府系証券化機関と覚書を締結しました。

これら機関とは、引き続きグリーンボンドを含むグリーン住宅金融に関する情報交換を行い、新興国にお
ける省エネ住宅の普及等に向けて取り組んでまいります。
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■新型コロナウイルス感染症への対応

住宅金融支援機構では新型コロナウイルス感染症の影響により返済が困難となった【フラット３５】等をご
利用中のお客さまの返済継続を支援するため、さまざまな返済方法変更メニューをご用意して返済相談
に応じています。また、受託金融機関の機構窓口とも連携し、返済相談の体制を整えています。主な返済
方法変更メニューは次のとおりです。

・返済特例：返済期間の延長や元金の返済に据置期間を設定し、毎月の返済額を減らす。

・中ゆとり：お客さまとご相談した期間内において、毎月の返済額を減らす。

・ボーナス返済の見直し：ボーナス返済を取りやめる、ボーナス返済月を変更する、毎月分・ボーナ

ス返済分の返済額の内訳を変更する。

お客さまコールセンターでご相談を受けた新型コロナウイルス感染症の影響による住宅ローンの返済方
法変更の相談件数は、最近時増加しております。なお、返済方法の変更メニュー及び相談窓口について
は、機構ＨＰ等を通じてお客さまに広く周知しております。

返済特例等の返済方法変更が適用された住宅ローン債権は、Ｓ種ＭＢＳ及び旧公庫時代に発行された
月次ＭＢＳについては当該信託債権と同等の住宅ローン債権を差し替えることにより、信託債権プールの
健全性を維持しており、機構ＭＢＳ及びＴ種ＭＢＳについては担保となる住宅ローンプールから除外され、
当該住宅ローン債権の残高に見合ったＭＢＳの部分償還（プリペイメント）が行われます。

また、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、2020年４月より全役職員がテレワークを行える態勢を
整備するとともに、時差勤務を実施する等、勤務態勢を見直すことで感染拡大防止に努めています。
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■住宅金融支援機構の勘定と事業

・住宅金融支援機構は、事業ごとに５つの勘定を有しており、それぞれを区分して経理（区分経理）してい
ます。

・５つの勘定のうち、証券化支援勘定及び住宅資金貸付等勘定（表中１及び４）は、業務ごとに内訳経理
を有しています。

・証券化支援勘定、住宅融資保険勘定、財形住宅資金貸付勘定及び住宅資金貸付等勘定（表中１～４）
は、機構が政府方針に基づく政策の実現に向けて行う事業の勘定です。

・既往債権管理勘定（表中５）は、旧住宅金融公庫時代の住宅ローン債権を適切に管理するための勘定
で、新たな債権は発生しない、閉鎖勘定となっています。
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■2019事業年度における当期総利益等（勘定毎、前年度比較）

(1)当期総利益

・2019事業年度（当年度）は、全勘定で当期総利益を計上しましたが、利益額は全勘定で2018事業年度（
前年度）を下回りました。

・当期総利益は、法人全体では1,514億円（対前年度▲529億円）、既往債権管理勘定を除く４勘定（政府
方針に基づく政策の実現に向けて行う事業の勘定）では718億円（対前年度▲252億円）となりました。

・当期総利益が前年度を下回った主な要因は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による貸倒損失に
備えるために貸倒引当金を積み増したことにより、貸倒引当金繰入額が増加したためです（具体の金額
等については、機構ＨＰにおいて公表している財務諸表の「重要な会計方針」をご参照ください。）。

(2)利益剰余金

・利益剰余金は、法人全体で1兆3,237億円（対前年度＋1,489億円）となり、その全額を、将来の損失の
発生等に備えるために独立行政法人通則法第44条第１項に基づく手続又は主務大臣の承認手続を経て
積立金としています。

法人全体の当期総利益への寄与が大きい証券化支援勘定及び既往債権管理勘定の決算ポイントを次
ページ以降でご説明します。

また、参考資料「１．2019事業年度における各勘定等の損益の状況」（Ｐ35～）も合わせてご覧ください。
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■証券化支援勘定の決算のポイント（その１：買取債権残高と当期総利益の推移）

（１）【フラット３５（買取型）】の買取債権残高の推移（左グラフ）

・【フラット３５】の買取債権残高は、2018事業年度より1.2兆円増加し、17.1兆円となりました。

・対前年度伸び率は、2018事業年度・2019事業年度とも＋７％程度であり、買取債権残高は順調に

伸長しています。

・買取債権残高が増加した主な要因は、新規買取債権による残高積み上げや任意繰上償還額の減少に
よるものです。

（２）証券化支援勘定の当期総利益の推移（右グラフ）

・当期総利益は、残高増加の傾向に伴い増加する傾向にありましたが、2019事業年度は2018事業年度よ
り225億円減少し、596億円となりました。

・当期総利益が前年度を下回った主な要因は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による貸倒損失に
備えるために貸倒引当金を積み増したことにより、貸倒引当金繰入額が増加したためです。

・2019事業年度における当期総利益は前年度を下回ったものの、証券化支援勘定は、法人全体の当期
総利益の約４割を安定的に計上しています。
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■証券化支援勘定の決算のポイント（その２：買取セグメントの損益分析）

・証券化支援勘定（買取セグメント）の損益を要因ごとに分解し、図式化しています。

・当期総利益が598億円（対前年度▲192億円）となった主な要因は次のとおりです。

①粗利益：買取債権残高の増加等により増加（増益要因）

②貸倒引当金繰入額：新型コロナウイルス感染症拡大の影響による貸倒損失に備えるため

に貸倒引当金を積み増したことにより増加（減益要因）

③債券発行費：債券発行額の増加により増加（減益要因）

④営業経費：元号変更に伴うシステム改修等により増加（減益要因）

・当期総利益598億円は、全額を将来のリスクなどに備えるための積立金としています。

積立金の考え方については、次ページをご参照ください。
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■証券化支援業務（買取型）の損益構造・利益処分について

・証券化支援業務（買取型）の信用リスク等は収益の発現に対して費用の発現が遅れる傾向があり、融資
期間前半の利益で後半の損失を賄う損益構造となっているため、2019事業年度の当期総利益は、将来の
信用リスク等に備えて全額を積立金（独立行政法人通則法第44条第 1 項）としています。
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■既往債権管理勘定の決算のポイント（その１：貸付金残高と当期総利益の推移）

（１）旧住宅金融公庫時代の貸付金残高の推移（左グラフ）

・既往債権管理勘定は、旧住宅金融公庫時代の住宅ローン債権を適切に管理するための勘定であり、新
たな債権は発生しないため、回収が進むと貸付金残高は減少します。

・既往債権管理勘定の貸付金残高は、 前年度より0.9兆円減少し、5.2兆円となりました。

・足下の数年度においては、対前年度比14～15％程度の減少で推移してきました。

（２）既往債権管理勘定の当期総利益の推移（右グラフ）

・当期総利益は、足下で横ばいの傾向にありましたが、2019事業年度は前年度より277億円減少し、796
億円となりました。

・当期総利益が前年度を下回った主な要因は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による貸倒損失に
備えるために貸倒引当金を積み増したことにより、貸倒引当金繰入額が増加したためです。

・2019事業年度における当期総利益は前年度を下回ったものの、既往債権管理勘定は、法人全体の当
期総利益の約５割を安定的に計上しています。
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■既往債権管理勘定の損益状況（その２：既往債権管理勘定の損益分析）

・既往債権管理勘定の損益を要因ごとに分解し、図式化しています。

・当期総利益が796億円（対前年度▲277億円）となった主な要因は次のとおりです。

①粗利益：貸付金残高の減少による資金運用収益等の減少と資金調達費用の減少がほぼ同

額となったことにより、前年度から横ばい

②貸倒引当金繰入額：新型コロナウイルス感染症拡大の影響による貸倒損失に備えるため

に貸倒引当金を積み増したことにより増加（減益要因）

③その他：基本管理回収手数料の改定による金融機関手数料の増加等（減益要因）

・既往債権管理勘定に係る2019事業年度の当期総利益は、今後あらたな国庫負担を発生させるこ
となく、安定的に当事業を終了させる観点から、将来の信用リスク等に備えるため、主務大臣の
承認を受けて全額積立金（独立行政法人住宅金融支援機構法附則第７条第７項）としています。
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■法人全体の買取債権・貸付金の状況

(1)残高推移（左グラフ）

・法人全体の買取債権及び貸付金の合計残高は、前年度より0.4兆円増加し、 23.8兆円になりました。
・買取債権残高（緑色）及び既往債権管理勘定以外の貸付金残高（黄色）が対前年度1.3兆円増加する
一方、既往債権管理勘定の貸付金残高（ピンク色）は回収が進み、対前年度0.9兆円減少となりました。

・法人全体の買取債権及び貸付金の合計残高は、2018事業年度に増加に転じ、2019事業年度も引き続
き増加しています。

(2)割合推移（右グラフ）

・法人全体の買取債権及び貸付金の合計残高に占める既往債権管理勘定以外の債権残高の割合は
年々高まり、2019事業年度では78.1％となっています。
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■法人全体の債券・借入金の状況

(1)残高推移（左グラフ）

・法人全体の債券及び借入金の合計残高は、新規調達額と償還額がほぼ同額となったことにより、
2017事業年度から横ばいの22.9兆円となりました。

・【フラット３５】の買取債権残高の伸び等に従いＭＢＳ（水色）の残高は0.8兆円程度増加し
ています。ＭＢＳに加えてＳＢ（オレンジ色）やその他債券等（紫色）も増加しています。

・一方で、国からの借入である財政融資資金借入金（ピンク色）は旧住宅金融公庫時代の借入に
係るものを除くと災害等に限定していますので、借入残高は借入金の償還に伴い年々減少します。
2019事業年度は1.4兆円の償還により、残高は2.9兆円となっています。

(2)割合推移（右グラフ）

・法人全体の債券・借入金の合計残高に占める市場からの調達（ＭＢＳ、ＳＢ及びその他債券
等）残高の割合は法人全体の調達の87.5％となりました。

・2017事業年度から法人全体の債券及び借入金の合計残高が横ばいで推移する中、住宅金融支援
機構の資金調達が市場からの調達に大きくシフトしている傾向を改めてご確認いただくことがで
きます。
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■リスク管理債権の状況

「丁寧なカウンセリングを行い、延滞削減に取り組んだこと」などにより、 ７行目の「リスク管理債権」の「合
計」欄の2019年度の「既往債権と買取債権の合計ベース」では7,637億円で、一番右に目を移して頂きま
すと対前年度568億円減少しています。8行目の「リスク管理債権比率」もトータルで3.20％となり対前年度
比で0.29％ポイント低下し、改善しています。

このうち、既往債権等については、7行目の「リスク管理債権額」は表に記載のとおり2019年度は6,171億
円と対前年度787億円減少し、8行目の「比率」も、対前年度比で0.12％ポイント低下しています。

買取債権については、7行目の「リスク管理債権額」は2019年度で1,466億円となっております。

融資実行からの期間経過に伴い対前年度218億円の増加となっていますが、買取債権残高の伸びと債
権管理・回収を的確に行いましたことから8行目の「リスク管理債権比率」は、対前年度比で0.07％ポイント
の微増にとどまっております。
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■債券発行計画

資産担保証券（機構ＭＢＳ）の2019年度発行実績はＴ種ＭＢＳ1,500億円を含めて合計１兆9,876億円でし
た。

2020年度はＴ種ＭＢＳ3,000億円を含めて2兆2,251億円の計画としています。

なお、足元4～７月では、一番右の欄に「実績」としてカッコ書きでお示ししたとおり、Ｔ種ＭＢＳを含めて
6,893億円をすでに発行しています。

一般担保債券ＳBの2019年度の発行実績は6,100億円（当初計画変更後）でしたが、2020年度は初の40
年債を含めて6,900億円の発行を計画しています。

足元4～７月では、ＳＢは3,550億円を発行しています。

新型コロナウイルス感染による住宅市場等の状況に十分注意しながら、今後の具体的な発行年限及び発
行額は、ＭＢＳ・ＳＢともに【フラット３５】の買取状況や金利動向等の市場環境、資金需要等を踏まえつつ
決定してまいります。

（参考）ＳＢ第２四半期発行予定年限

７月（発行済）：５年債、10年債（グリーンボンド）、20年債（グリーンボンド）

８月：５年債、10年債（グリーンボンド）、40年債

９月：15年債
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■ＭＢＳの未償還残高総額の減少による繰上償還及びＴ種ＭＢＳの発行状況

「未償還残高総額の減少による繰上償還」いわゆる「クリーンアップコール」は、2018年４月に住宅金融支援
機構としては初めてこれを実施して以降、資料に記載の繰上償還対象回号についてクリーンアップコール
を実施しています。

次回は「予定回号」としてすでにお知らせしています第12回、14回、16回及び18回住宅金融公庫債券のう
ち、2020年９月末時点の債券残高が発行額の10％を下回る回号を対象として翌月10月にクリーンアップコ
ールを実施する予定です。

対象回号は2020年９月に機構ＨＰ上での公表を予定しています。

資金調達の多様化の一環として2018年度から発行しているT種ＭＢＳについては、旧住宅金融公庫時代の
貸出債権を裏付資産として、2019年度までに、第１回債から第６回債までの６回、合計3,500億円を発行し
ました。

2020年度は、６月に第７回債を発行しました。

今後の発行時期については、資金需要や金利動向等の市場環境を踏まえつつ決定してまいります。



34

■住宅金融支援機構債券への投資意義

私ども住宅金融支援機構は、

・我が国の住生活の向上に貢献すること

・国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与すること

・国民の住生活の基盤となる住宅の建設等に必要な資金の円滑かつ効率的な融通を図ること

を旨として業務に取り組んでいます。

投資家の皆さまには、私どものＭＢＳやＳＢにご投資いただきますことで、国民の皆さまの豊かな住生活の
実現にご貢献いただいているものと考えております。

今後とも、どうか引き続き、機構へのご支持、ご理解を賜れればと存じます。
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